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６．屋外タンクからの溢水影響について 
 
１．はじめに 
  「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」では、考慮する溢水源として「屋外タンク」 
 が挙げられている。泊３号では、防護対象設備が設置されている建屋の設置高さに８基 
の屋外タンクが設置されている。（タンク諸元を表１に示す。） 
屋外タンクの配置状況、防護対象設備が設置されている建屋（原子炉補助建屋、原子炉

建屋、ディーゼル発電機室建屋、循環水ポンプ建屋）およびこれらに隣接している建屋（出

入管理建屋、電気建屋、タービン建屋）との位置関係等は図１、２のとおりである。なお、

赤線部分は各建屋のシャッター等の溢水浸入個所を示す。 
 本資料は、これらのタンクによる溢水影響について評価したものである。 
 

表１ 屋外タンク諸元 
  タンク名称 基数 内径（ｍｍ） 高さ（ｍｍ） 

１、２号機 純水タンク ２ １２，５９０ １４，８００ 
３号機 純水タンク ２ １２，５９０ １４，８００ 
１、２号機 ろ過水タンク ２ １５，５００ １９，６２５ 
３号機 ろ過水タンク ２ １５，５００ １９，６２５ 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 全体配置図 

タービン建屋 

原子炉建屋 

原子炉補助建屋 

出入管理建屋 

3 号機給排水処理建屋 

屋外タンク 

循環水ポンプ建屋 

電気建屋 

海水淡水化設備建屋 

ディーゼル発電機室建屋 
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図２ 屋外タンク配置図 
 
２．評価の考え方 
  評価は以下に示す考え方に基づいて実施した。 
①屋外タンク８基及び屋外タンクに接続する配管（それぞれ耐震Ｃクラス）について基準

地震動Ｓｓにより健全性を確認する。なお、低エネルギー配管である接続配管について

想定破損除外のための応力評価は実施せず、貫通クラックを想定する。 
 ②①の健全性確認を踏まえて、破損すると評価された場合は、保守的に全数が破損するも 

のとし、かつ、破損個所を想定する。 
 ③破損個所からの漏えい水が建屋に浸水する可能性を評価するため、簡易評価モデルによ 

る伝播・浸水評価の方法により建屋浸水量を算出して、溢水伝播防止対策設備の設計条 
件を満足していることを確認する。この方法の適切性を確認することを目的に、地表面 
における伝播浸水を、数値解析モデルを用いて評価する。 
                         
以上の評価の考え方を基に、それぞれの評価結果を整理して示す。 

 
 
 
 
 
 

１・２号純水タンク 

１・２号ろ過水タンク 

３号ろ過水タンク 

３号純水タンク 
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３．評価フローについて 
  以下のフローに従い、評価を行う。（結果は別紙参照） 
   
                                  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．まとめ 

①８基の屋外タンクは、基準地震動Ｓｓで健全性は確保されるが、屋外タンクの接続配

管は、代表配管の耐震性評価結果から地震時に全て破損すると想定した。また、本配

管は想定破損で１箇所の破損を想定した。 
②破損した配管からの漏えい水の伝播経路は、洞道伝播によるタービン建屋への浸水と

地表伝播によるタービン建屋以外への浸水を評価した。伝播・浸水モデル（簡易評価

モデル）により建屋への浸水有無を評価し、浸水する建屋について、この影響を評価

した結果、浸水高さが溢水伝播防止対策設備（水密扉等）の設計条件未満であること

を確認した。なお、簡易評価モデルの適切性については、数値解析モデルで評価して

いる。 
以上 

 

【洞道伝播・浸水】 
      

【地表伝播・浸水】 
簡易評価モデルによる評価

このモデルの適切性は数値

解析モデルの結果で確認 
 
 

建屋浸水量の評価 

評価完了 

・６‐別紙１参照  
 
・・・６‐別紙２参照 
 

・・・・６‐別紙３参照 
 

建屋内浸水高さ＜ 
溢水伝播防止対策設備の設計条件 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

③建屋への浸水量評価 
    
  
        

①タンク及び接続配管の耐震性確認 
 

②破損機器からの溢水量算定 

建屋の浸水防止高さ・浸水ルートの設定 
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「タンク及び接続配管の耐震性確認」について 
 
 

１．屋外タンクの耐震性評価について 
 （１）評価方針等 
    「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－補１９８４、１９８７、１ 

９９１ 追補版」（以下、「ＪＥＡＧ４６０１」と言う。）に従い、基準地震動Ｓｓにお 

ける屋外タンクの耐震性評価を実施した。評価対象タンクの諸条件を以下に示す。 

 

 板厚（ｍｍ）   水位（ｍｍ）（注） 総重量（ｋＮ） 

１・２号機純水タンク １０ １０，５１０（７６％） １３，５３７ 

３号機純水タンク  ９ １０，５０３（７６％） １３，７２５ 
１・２号機ろ過水タンク １２ １４，４８３（８０％） ２７，９６９ 
３号機ろ過水タンク １４ １４，４８３（８０％） ２８，０９５ 
（注）括弧内の％は最高水位に対する割合。 

 

（主な解析条件） 

・減衰定数    :（水平）1.0％、（鉛直）1.0％ 

・床応答曲線   :±10％拡幅 

・応力の組合せ  : 二乗和平方根（ＳＲＳＳ） 

・許容応力状態 :ⅣAＳ 

・評価項目   :JEAGに基づくＳクラス容器の評価項目（胴板） 

・板厚条件   :公称値（１ｍｍ腐れ代考慮） 

   

（２）評価結果 

   結果は次表の通りであり、全ての屋外タンクが地震時に健全であることを確認した。 

 
表１ １、２号機純水タンク 

評価項目 評価値 許容値 

強度評価 

一次一般膜応力 １３１ＭＰａ ２４０ＭＰａ 

一次応力（膜+曲げ） １３１ＭＰａ ３６０ＭＰａ 

一次+二次応力の変動値 １６９ＭＰａ ４９０ＭＰａ 

座屈評価 曲げ圧縮と軸圧縮による座屈   ０．５６ １．０  

 
 
 
 
 

６‐別紙１ 
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表２ ３号機純水タンク 
評価項目 評価値 許容値 

強度評価 

一次一般膜応力 １４８ＭＰａ ２４０ＭＰａ 

一次応力（膜+曲げ） １４８ＭＰａ ３６０ＭＰａ 

一次+二次応力の変動値 １９５ＭＰａ ４９０ＭＰａ 

座屈評価 曲げ圧縮と軸圧縮による座屈   ０．７９ １．０  

 
表３ １、２号機ろ過水タンク 

評価項目 評価値 許容値 

強度評価 

一次一般膜応力 １９０ＭＰａ ２４０ＭＰａ 

一次応力（膜+曲げ） １９０ＭＰａ ３６０ＭＰａ 

一次+二次応力の変動値 ２５７ＭＰａ ４９０ＭＰａ 

座屈評価 曲げ圧縮と軸圧縮による座屈   ０．９７ １．０  

 
表４ ３号機ろ過水タンク 

評価項目 評価値 許容値 

強度評価 

一次一般膜応力 １６１ＭＰａ ２４０ＭＰａ 

一次応力（膜+曲げ） １６１ＭＰａ ３６０ＭＰａ 

一次+二次応力の変動値 ２１４ＭＰａ ４９０ＭＰａ 

座屈評価 曲げ圧縮と軸圧縮による座屈   ０．６７ １．０  

 
（３）タンク水位管理について 
  タンク水位を管理することにより、タンクの健全性を維持することになるため、この水

位を保安規定により管理することとする。なお、具体的な水位管理値については、強度評

価等の許容値を満足する範囲でプラント運営上支障の無い管理値を今後、設定することと

し、別途報告することとする。 
 

２．接続配管の耐震性評価について 
（１）接続配管のタンク周辺状況（地上） 
  図１の様に、タンクには多数の配管が接続されており、向かい合ったＡタンクとＢタン

クの連絡配管にもなっている。 
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図１ 接続配管の状況（タンク周辺） 

 
（２）配管の洞道内状況 
 タンクからの配管は、図２のとおり、洞道（ピンク色の個所）内を経由して各建屋に接続

している。また、図３、４のとおり、洞道の地上開口部（点検口）は扉で閉止されており、

タービン建屋との接続箇所も扉で閉止されている。 
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図２ 洞道配置状況 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

原子炉補助建屋 

原子炉建屋 

タービン建屋 

給排水処理建屋

 

出入管理建屋 
総合管理事務所 

 

図３ 点検口① 
 

図４ タービン建屋連絡扉① 

電気建屋 
④ 

③ 
② 

① 

① 

② 

 
 
点検口 
タービン 
建屋連絡扉 
連絡配管 
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ろ過水管

：フレキシブルホース

ﾀﾝｸ排水管
ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管

3号機ろ過水
Aタンク

3号機ろ過水
Bタンク

検討したタンク
の滑動方向
(東西方向)

検討したタンク
の滑動方向
(東西方向)

（３）評価対象配管および評価結果について 
 評価対象配管は、発生応力が最も大きくなると予測される配管を選定することとする。 

タンク周辺の接続配管は、地震時のタンク滑りによる強制変位の影響を強く受ける。滑り

量が大きいタンクは泊３号機ろ過水タンクであり、このタンクの接続配管のうち変位吸収能

力（＊）が小さい「ろ過水管」と「タンク排水管・オーバーフロー管」が最も発生応力が大き

くなると考えられる。 

（＊）変位吸収能力は、「高圧ガス設備等耐震設計指針」に規定されており、地震方向に直 

交する平面に対する配管スパンの投影長さに降伏歪と配管外径の比を掛けた値に比 

例する量である。この値は発生応力に反比例するため、この値により発生応力の程 

度を予測することが出来る。 

以上から、基準地震動Ｓｓ時のタンク滑動量を、これらの配管への強制変位として入力し、

配管の耐震性について確認した。（図５、６参照）評価結果を表５に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 接続配管の評価に採用したタンクの滑動方向、フレキシブルホース設置状況 
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(a) ろ過水管(350A) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) タンク排水管(200A)／オーバーフロー管(200A) 

図６  ３号機ろ過水タンク接続配管 解析モデル 

 

表５ タンク接続配管の耐震性評価結果（一次＋二次応力） 

 

 

算定応力 

(ＭＰａ) 

許容応力 

(ＭＰａ) 

算定応力 

／許容応力 

ろ過水管 ９２４．１ ４３０．０ ２．１５ 

タンク排水管/オーバーフロー管 ９４１．２ ２９４．０ ３．２０ 

 
以上

N

A-ろ過水
タンク

B-ろ過水
タンク

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎｰｽ

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎｰｽ

埋設部

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管

ｵｰﾊﾞｰﾌﾛｰ管

ろ過水タンク防雪小屋
貫通部（ガイド）

タンク変位量
194 mm
(片振幅)

ろ過水タンク防雪
小屋変位量

0mm

3方向の変位・3方向の回転
を拘束（固定点）

管軸直角2方向の変位を
拘束（ガイド）

サポートタイプ

タンク変位量
194 mm
(片振幅)

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎｰｽ

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾎｰｽ

A-ろ過水
タンク

B-ろ過水
タンク

3方向の変位・3方向の回転
を拘束（固定点）

管軸直角2方向の変位を
拘束（ガイド）

サポートタイプ

ガイド(A/Bタンク接続部を基準に
第一ガイドまでをモデル化)

N

タンク変位量
194 mm
(片振幅)

タンク変位量
194 mm
(片振幅)
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「破損機器からの溢水量算定」について 
 
 

１．破損を想定する機器について 
地震時に屋外タンクの健全性は確保されるため地震時の破損を想定しないが、配管は代表

配管の健全性が確保されないことから保守的に全ての配管が地震時に破損すると想定する。

（別紙１参照）また、配管の想定破損については、応力評価を実施していないことから、１

箇所の貫通クラックを想定する。 
 

２．想定する溢水量について 
地震時は、タンク８基の全容量２１，０００ｍ３（オーバーフローレベルでの容量）が破

損配管から放出されると想定する。 
想定破損時は、タンクの接続配管の貫通クラック１箇所からの漏えい量として、最大容量

であるろ過水タンク２基分の容量６，９００ｍ３（オーバーフローレベルでの容量）を想定

する。 
 

３．伝播経路について 
配管からの漏えい個所は、タンク周辺（地上）および洞道内が想定され、この漏えい水の

各建屋への伝播経路は、地表伝播および洞道伝播となる。 
①タービン建屋（洞道伝播） 
評価上最も厳しい条件として、破損配管からの全放出量が洞道伝播によりタービン建屋

連絡扉を経由してタービン建屋に全量浸水すると想定する。 
②タービン建屋以外の建屋（地表伝播） 
 タービン建屋以外の建屋は、洞道に連絡扉がないため、洞道伝播による建屋浸水は発生 
しない。タンク周辺の連絡配管で漏水が発生した場合には、グレーチングから洞道に落下 
し洞道内伝播する水と地表に放出され地表伝播する水に分けられる。（図１参照）また、 
洞道内で漏水が発生した場合には、洞道内の地下に蓄えられる水とグレーチング又は点検 
口から地表に漏れ出て地表伝播していく水に分けられる。 
連絡配管及びグレーチングは防雪小屋内にあり、この小屋（薄肉鉄板造り）は点検口（コ

ンクリート造り）に比べると耐震性が劣るため、グレーチングから漏れ出た水の方が、地

震で崩壊した防雪小屋から流れ出て地表を伝播しやすいと考えられる。（図２参照）更に、

グレーチング部の面積は点検口より大きいため、この点からもグレーチングからの地表伝

播が優勢と考えられる。 
ここで、出入管理建屋等に近い点検口（①④）からの溢水伝播の影響を保守的に評価す

るため、全溢水量の半分が点検口から地表伝播するケースを想定する。もう一つのケース

として、全溢水量が連絡配管から地表伝播（グレーチングへの落下を無視）する場合も想

定する。 
以上を整理したものを、表１に示す。 

６‐別紙２ 
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表１ 評価ケース一覧 

 

 
図１ 連絡配管（防雪小屋内）から漏えい水の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｎｏ 内容 地震時溢水量 想定破損時溢水量 
１ タービン建屋（洞道伝播） ２１，０００ｍ３ ６，９００ｍ３ 
２ タービン建屋以外 

（連絡配管からの地表伝播） 
２１，０００ｍ３ ６，９００ｍ３ 

３ 
タービ建屋以外 
（連絡配管と点検口からの地表伝播） 

各々から 
１０，５００ｍ３ 

各々から 
３，４５０ｍ３ 

グレーチングから

洞道へ落下 

地表に放出され 
地表伝播 
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図２ タンク防雪小屋及び点検口の状況 
 

 
図３ 評価する溢水伝播 

原子炉補助建屋 

原子炉建屋 

タービン建屋 

給排水処理建屋

 

出入管理建屋 
総合管理事務所 

電気建屋 

③ ② 
② 

 
 
点検口 
タービン 
建屋連絡扉 
連絡配管 

 

① 

洞道伝播（タービン建屋へ） 
地表伝播（連絡配管から） 
地表伝播（点検口から） 

① 

 

  

 

 

 

② 

③ 

④ 

３号ろ過水タンク防雪小屋① 

（同道までの深さ約１．４ｍ） 
                

３号純水タンク防雪小屋② 
（同道までの深さ約１．４ｍ） 
 

１・２号純水タンク防雪小屋③ 

１・２号ろ過水タンク防雪小屋④ 点検口④             

（洞道までの深さ約１．４ｍ） 
 
 

点検口① 
（洞道までの深さ約１．５ｍ） 

④ 

① 
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「建屋への浸水量評価」について 
 
 

１．各建屋の浸水防止高さおよび浸水ルートについて 
  表１に浸水防止高さと浸水ルートを示す。溢水伝播評価から算出される水位と浸水防止 
高さを比較することで建屋への浸水有無を確認し、浸水する場合には、浸水ルートからの 
浸水量を算出する。 

表１ 建屋の浸水防止高さ 
建屋名称 浸水防止高さ（ｍ） 浸水ルート 

出入管理建屋 ０．３ 入口玄関 
電気建屋 ０．３ シャッター 
タービン建屋 ０．３ シャッター（水位が２ｍ

を超えると腰壁を超え

て換気口から浸水） 
原子炉補助建屋 ４．７ 貫通部等 
原子炉建屋 ４．７ 貫通部等 
ディーゼル発電機室建屋 ４．７ 貫通部等 
循環水ポンプ建屋 ２．５ 貫通部等 

 （注）浸水防止高さはＴ．Ｐ．１０．３ｍからの高さ 
 

屋外タンクと各建屋の位置関係等を次頁に示す。

６‐別紙３ 



6-14 
 

 
 

 

 

 

【矢視 C】 
循環水ポンプ建屋と屋外タンクの位置関係 
・障害物（海水淡水化設備建屋、タービン

建屋） 
・循環水ポンプ建屋は、搬入シャッターを

含めて津波対応として腰壁まで水密化し

ている。 

矢視 A 

【矢視 A】 
タービン建屋と屋外タンクの位置関係 
・障害物なし 
・離隔距離少ない。 

タービン建屋シャッター 

出入管理建屋入口 

屋外タンク 

タービン建屋 

原子炉建屋 

原子炉補助建屋 

出入管理建屋 

3 号機給排水処理建屋 

屋外タンク 

タービン建屋シャッター 

電気建屋シャッター 

矢視 B 

【矢視 B】 
電気建屋シャッターと屋外タンクの位置関係 
・障害物無し 
・離隔距離小さい。 

電気建屋シャッター 

屋外タンク 

矢視 C 

出入管理建屋入口 

【矢視 D】 
出入管理建屋入口と屋外タンクの位置関係 
・障害物（3 号機給排水処理建屋） 
・離隔距離小さい 
・建屋入口は屋外タンクからの溢水伝播 
方向に直交している。 

出入管理建屋入口 

矢視 D 

３号機給排水建屋 

矢視 E 

【矢視 E】 
出入管理建屋入口と屋外タンクの位置関係 
・この位置から屋外タンクは視認できない。 

屋外タンクと各建屋の位置関係 

循環水ポンプ建屋 

循環水ポンプ 
建屋シャッター 

防潮壁 

電気建屋 

海水淡水化設備建屋 

ディーゼル発電機室

建屋 
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２．タービン建屋（洞道伝播）の影響評価 
  洞道伝播によりタービン連絡扉経由で、地震時は２１，０００ｍ３、想定破損時は６，

９００ｍ３がタービン建屋に流入するとした場合の影響評価結果は表２のとおりであり、 

 隣接する原子炉建屋の浸水防止高さ位置Ｔ．Ｐ．１５．０ｍまで水位は上昇しないため、

原子炉建屋への浸水は生じない。 

なお、下表の「機器からの溢水」には３号屋外タンク容量９，０００ｍ３が既に含まれ

ているため、地震は残りの１２，０００ｍ３を加算しており、想定破損は今回の溢水量が

９，０００ｍ３に包絡されているため、新たに溢水量を加算していない。 

 

表２ タービン建屋溢水影響評価結果 

 タービン建屋 

内循環水管継 

手からの溢水 

(ｍ３) 

機器からの 

溢水(ｍ３) 

タンクから

の溢水(ｍ３) 

合計溢水 

(ｍ３) 
 

 

＜ 

T.P.10.3m以下 

の空間容積(ｍ３) 

地震 ６，１００ 
１１，９７０ 

１２，０００ ３０，０７０ 
６１，５００ 

想定破損   ２８０     ０ １２，２５０ 

 （注）想定破損による溢水は、伸縮継手と各配管の溢水の最大値となるが、本評価では 

    合計溢水で評価した。 

 

３．タービン建屋以外の建屋（連絡配管からの地表伝播）の影響評価 
（１）伝播・浸水評価の方法について 

以下のとおり、簡易評価モデルによる伝播・浸水評価方法を検討した。 
 連絡配管からの溢水の地表伝播は、基本的には屋外タンク位置から同心円状に伝播す

ると考えられるが、敷地内は平坦であるものの構造物等の影響により指向性を持つ可能

性がある。 
 この影響を保守的に考慮するため、伝播は１８０°の指向性を持つとして、建屋の浸

水量を算出して、これから建屋内水位を算出した。具体的な評価手順（図１参照）は、

下記のとおりである。 
①タンク８基の中心位置と建屋浸水ルートの距離（または最短距離）を算出し、これを

半径とする半円（伝播角度１８０°に対応）を滞留面積とする。 
②配管からの漏えい量を滞留面積で割って水位を算出して、建屋の浸水防止高さと比較

し、建屋浸水有無を確認する。 
③浸水有りの場合、半円の弧長さと建屋浸水ルート幅（横幅）の比に漏えい量を乗じた

値を、建屋浸水量とする。  
④建屋浸水量から建屋内水位を算出し、建屋の溢水伝播防止対策設備の設計条件を超え

ないことを確認する。
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建屋浸水量滞留面積

浸水ルート

タンク中心

 
図１ 算出手順概念図 

 
（２）建屋浸水量の算出結果について 

 （１）で設定した算出手順（簡易モデル）による、各建屋の浸水有無および建屋浸水

量の算出結果は、次表のとおりである。 

この算出結果の適切性を確認するために、３次元流動解析コード「Fluent Ver.14」（以

下、「Fluent」と言う。）を用いた数値計算を実施している。この計算では、敷地内の側

溝等による排水は考慮せず、道路や芝生等を含む地面は全て滑らかな条件として設定す

ることで保守性を担保させることとした。計算の結果、各建屋への浸水は発生しなかっ

た。（添付１、２参照） 

地震時の Fluent の計算が最大水位約０．３ｍで建屋浸水無しの結果に対して、簡易

モデルは保守的な評価結果になっている。 

表２ 地震波損 

建屋名称            
距離 
（ｍ） 

水位 
（ｍ） 

浸水防止 
高さ（ｍ） 

浸水 
有無 

円弧 
（ｍ） 

扉幅 
（ｍ） 

浸水量 
（ｍ３） 

出入管理建屋  ９０ １．７５ ０．３ 有 ２８２ ３．０ ２２４ 
電気建屋 １１０ １．１１ ０．３ 有 ３４５ ４．５ ２７４ 
原子炉補助建屋  ９０ １．７５ ４．７ 無 － － － 
原子炉建屋 １１０ １．１１ ４．７ 無 － － － 
ディーゼル発電機室建屋 １１０ １．１１ ４．７ 無 － － － 
循環水ポンプ建屋 １７０ ０．４７ ２．５ 無 － － － 
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表３ 想定破損 

建屋名称            
距離 
（ｍ） 

水位 
（ｍ） 

浸水防止

高さ（ｍ） 
浸水 
有無 

出入管理建屋  ９０ ０．２９ ０．３ 無 
電気建屋 １１０ ０．１８ ０．３ 無 
原子炉補助建屋  ９０ ０．２９ ４．７ 無 
原子炉建屋 １１０ ０．１８ ４．７ 無 
ディーゼル発電機室建屋 １１０ ０．１８ ４．７ 無 
循環水ポンプ建屋 １７０ ０．０８ ２．５ 無 

 
（３）建屋浸水量と溢水伝播防止対策設備の設計条件の比較について 
 低耐震建屋である出入管理建屋及び電気建屋への屋外タンクからの浸水量は、本浸水量と

低耐震建屋内の破損配管からの溢水量により発生する建屋内水位が、防護対象設備設置建屋

への溢水伝播を防止する設備（溢水伝播防止対策設備）の設計条件であるＴ．Ｐ．１５ｍ以

下となるように制限する必要がある。この制限値は下表のとおりであり、（２）の算出値は

この制限値未満であり問題ない。 
 

表４ 建屋浸水量の制限値と算出値 
 地震破損（ｍ３） 想定破損（ｍ３） 

制限値 算出値 制限値 評価値 
出入管理建屋   ８５０  ２２４   ５００ ０ 
電気建屋 ２，２５０  ２７４ ２，２５０ ０ 

 
４．タービン建屋以外の建屋（点検口および連絡配管からの地表伝播）の影響評価 
（１）水位または建屋浸水量への影響 

    全溢水量の半分が点検口から地表伝播する場合、連絡管からの地表伝播に比較して 

各建屋までの距離が短くなっており、さらに給排水処理建屋がこの方向への溢水伝播 

を阻害していることから、この給排水処理建屋の影響を簡易評価モデルに取り入れる 

必要がある。 

図２から、連絡配管からの地表伝播で給排水処理建屋による伝播阻害が生じている 

状況では、滞留面積の合計は、ほぼ半円となっている。そして、この滞留面積が半円と 

いう状況を、簡易評価モデルでは取り入れており、この保守性は Fluentの計算結果と 

の比較で確認されている。 

図３から、点検口からの地表伝播での給排水処理建屋による影響を考えると滞留面 

積の合計はほぼ１／４円となっている。つまり、簡易評価モデルの半円の半分になって 

いる。 
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図２ 連絡配管からの地表伝播時の滞留状況 
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図３ 点検口からの地表伝播時の滞留状況 

 

   以上から、点検口からの地表伝播の場合は、簡易評価モデルを１／４円伝播に補正する

こととした。 

   建屋に浸水がない場合の伝播による水位については、連絡配管からのみの伝播による水

位をＨ、連絡配管と点検口両方からの伝播の場合の連絡配管からの伝播による水位をｈ１、

点検口からの伝播による水位をｈ２とする。更に、全溢水量をＱ、連絡管から浸水ルート

までの距離をＲ、点検口から浸水ルートまでの距離をｒとすると、倍率（ｈ１＋ｈ２）／

Ｈは、以下のように表せる。 

   ・連絡配管のみの伝播の場合      Ｈ ＝Ｑ／（０．５πＲ２） 

   ・両方からの伝播で連絡配管からの伝播 ｈ１＝０．５Ｑ／（０．５πＲ２） 

   ・両方からの伝播で点検口からの伝播  ｈ２＝０．５Ｑ／（０．２５πｒ２） 

    （ｈ１＋ｈ２）／Ｈ＝０．５＋（Ｒ／ｒ）２ 

同様に、建屋に浸水がある場合の浸水量についても、倍率（ｗ１＋ｗ２）／Ｗは、以下 

のように表せる。ただし、ｄは浸水ルート幅である。（上図のとおり、浸水ルートとなる  

扉等は浸水ルートに対して、平行となっているが、評価は垂直であると仮定する。） 

 

 

 



6-20 
 

   ・連絡配管のみの伝播の場合      Ｗ ＝Ｑ×ｄ／（πＲ） 

   ・両方からの伝播で連絡配管からの伝播 ｗ１＝０．５Ｑ×ｄ／（πＲ） 

   ・両方からの伝播で点検口からの伝播  ｗ２＝０．５Ｑ×ｄ／（０．５πｒ） 

    （ｗ１＋ｗ２）／Ｗ＝０．５＋（Ｒ／ｒ） 

   各建屋の倍率を評価すると表５となる。なお、全溢水量の連絡配管からの伝播の時に、

建屋浸水のない原子炉補助建屋と原子炉建屋は水位に対する倍率、建屋浸水のある出入管

理建屋と電気建屋は建屋浸水量に対する倍率を算出している。 

 

表５ 点検口・連絡配管からの地表伝播の場合の倍率 

 距離比（Ｒ/ｒ） 倍率式 倍率 

原子炉補助建屋 ３．０ ０．５+（Ｒ/ｒ）２ 

（浸水無し） 

９．５ 

原子炉建屋 １．６ ３．１ 

出入管理建屋 ４．３ ０．５+（Ｒ/ｒ） 

（浸水有り） 

４．８ 

電気建屋 １．６ ２．１ 

 
（２）影響評価結果 

（１）で求めた倍率を用いて、水位または建屋浸水量を求める。この際、基準となる

連絡配管からの地表伝播での水位等は、Fluentで算出した水位（最大水位０．３ｍ）を

ベースとする。つまり、水位は０．３ｍとし、建屋浸水量は簡易評価モデルの値に（Fluent

の水位０．３ｍ／簡易評価モデルの水位）を乗じることとする。 

評価結果を表６に示すが、原子炉補助建屋と原子炉建屋は浸水しない結果であり、出

入管理建屋と電気建屋は浸水量が制限値未満である。 

 

表６ 点検口・連絡配管からの地表伝播の評価結果 

 水位または浸水量 倍率 評価値 許容値 

原子炉補助建屋 ０．３ｍ ９．５ ２．８５ｍ ４．７ｍ 

原子炉建屋 ０．３ｍ ３．１ ０．９３ｍ ４．７ｍ 

出入管理建屋 ２２４ｍ３×（０．３ｍ／１．７５ｍ） ４．８ １８６ｍ３ ８５０ｍ３ 

電気建屋 ２７４ｍ３×（０．３ｍ／１．１１ｍ） ２．１ １５６ｍ３ ２２５０ｍ３ 

 
以上 
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溢水伝播解析結果の妥当性について 

 

 

タンクから漏洩した水が地表面を伝播する現象において支配的な要因は、①主に重力と慣

性力が支配する気液界面の変形・挙動と、②液と地表面との摩擦力の２項目である。 

液の重力と慣性力が液を伝播させる推進力となり、摩擦力が推進力を散逸させる力であり、

推進力と散逸力のバランスで液がどの程度の距離までどのような速度で伝播するかが決ま

る。すなわち、この二項目を正しく解析できること、あるいは妥当な解析結果を示すことが

確認されれば、水の伝播解析結果の妥当性が証明できると考える。 

  

① 気液界面の変形・挙動に関する解析結果の妥当性 

①の気液界面の変形・挙動に対する解析手法（VOF）の妥当性、精度については、「ダムブ

レーク」の実験結果と計算結果の比較により、本検討で使用した汎用熱流体解析ソフト

Fluentの VOFが界面挙動の予測に十分な精度を持つことが確認できている。（別添１参照） 

 

② 液と地表面との摩擦力に関する解析結果の妥当性 

本検討のような地表面を水が伝播する解析において、流れる液と地表面との摩擦力に影響

する解析パラメータは、乱流モデルの選定とメッシュサイズである。 

 

1) 乱流モデルの選定 

VOF の計算においても、乱流モデルの選定により液と壁との摩擦力が変化する。本検

討では、検討対象と同様の平面上を水が伝播する検証計算を実施し、「層流モデル」と

他のいくつかの乱流モデルの比較を行った。その結果、「層流モデル」を用いたときが、

乱流モデルを用いた計算より２倍近く遠方まで水が到達する結果となった。以上の検証

を踏まえ、漏洩した水が現実より遠くまで到達するような計算とするため、本検討では

乱流モデルとして、「層流モデル」を使用した。 

 

2) メッシュサイズの選定 

メッシュサイズにより水の伝播状況の解析結果が変化する可能性があるため、検討対 

象と同様の平面上を水が伝播する計算体系を用い、ASME V&V20の手法によりメッシュサ 

イズが計算結果に及ぼす影響を評価した。その結果、本検討で用いたメッシュサイズに 

よる解の不確かさ（誤差）は 2.3%と評価された。 

 

以上より、水が地表面を伝播する現象における支配的な要因である、①気液界面の変形・

挙動と、②液と地表面との摩擦力、の二項目に対し、十分な予測精度を持つこと、あるいは

精度検証が困難なものに対しては、より安全側のモデル設定であることが確認された。これ

らのことから溢水伝播解析結果は工学的に十分妥当な解であると考えられる。 

以上 

添付２ 
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計算機プログラム検証計算 VOFモデルによるダム破壊解析（Fluent Ver.14） 

 

 

1．はじめに 

 CFD（Computational Fluid Dynamics）計算プログラム Fluent Ver.14の VOFモデル（Volume 

of Fraction Model）の解析精度を検証するために、2 次元ダム破壊実験を対象に検証計算

を行い、底面における破壊水柱の先端到達位置の時間変化を実験値と比較した。 

 

2．検証計算 

2.1 計算対象 

 図 1 に示す高さ 2L、幅 1L の水が堰きとめられた 2.2L×4L の 2 次元ダムを対象に計算を

実施し、ダム破壊後のダム底部における水の先端位置の時間変化について Martin and 

Moyce(1)の実験結果と比較した。 

 

 (1) J. C. Martin and W. J. Moyce, Philos. Trans. Roy. Soc. London Ser. A 244, 1952, 

pp.312. 

L
4L

2.
2L

2L

 

図 1 検証計算対象 

2.2 計算方法 

 検証計算は以下手法を用いて行った。 

(1) 水と空気の二相として、二相間の界面は一流体近似の VOF（Volume Of Fraction） 

手法を用いて追跡する。 

(2) 乱流モデルを用いない。 

(3) 空気の圧縮性を考慮し、理想気体とする。 

別添１ 
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2.3 計算モデル形状とメッシュ分割 

 計算モデル形状は図１と同じであり、図中の Lを 1 [m]とした。座標系として、水平右方

向を＋X 方向とし、垂直上方向を＋Y 方向とした。図 2 に示すように、直交格子を用いてメ

ッシュ分割を行った。X 方向に等間隔に 40 メッシュを分割した。ダム底面における水先端

位置をよくとらえるために、ダム底面の隣接する Y方向の最小メッシュサイズは 0.025とし、

Y方向に非等間隔で 22メッシュを分割した。 

 

図 2 メッシュ分割 

2.4 計算条件 

物性値 

 計算で使われた物性値は表１に示す。 

 

表 1．物性値 

相 
密度 

[kg/m^3] 

粘性 

[Pa s] 

表面張力 

[N/m] 

空気 
理想気体 

＠1atm&300K 
1.7894e-5 

0.072 

水 995.65 0.000828 

 

境界条件 

 図 1に示す各境界について、表 2に境界条件を与えた。 

 

表 2．境界条件 

境界 タイプ 値 

上面 壁面 滑り 

他の面 壁面 滑りなし 
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初期条件 

 図 1 に示すよう水の位置を初期条件とする。また、その際計算領域中の圧力を均一（0 

[PaG]）に設定し、流速がゼロとした。 

 

2.5 計算結果 

水の体積率の時系列画像 

 図 3に水の体積率の時系列変化を示す。時間の進行に伴い、水柱が破壊し、ダム底に沿っ

て流れ出す様子が見られる。 

  

 

  

 

 

図 3 水先端位置の時間変化 

t = 0 [s]   

t = 0.2 [s]   

t = 0.3 [s]   

t = 0.5 [s]   
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実験との比較 

 図 4 に時間毎に水の先端到達位置の計算結果と Martin and Moyce の実験結果との比較を

示す。図より、計算結果は実験結果とよく一致していることが確認出来る。 

1

2

3

4

0 1 2 3

Z/
L

t*(2g/L)^0.5

experiment (Martin-Moyce)
VOF in fluent

 

図 4 水先端位置比較 

3. 計算結果 

 実験結果との比較より、Fluent Ver.14の VOFモデルではダム破壊のような大きな相界面

が存在する流れを精度よく計算できることがわかった。 

 

以上 

 



泊発電所 屋外タンク漏えい水の
伝播時刻歴解析結果について

添付１
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１．解析モデル

1.1 解析モデル範囲
・重要建屋を含む、約400m x 200m 範囲をモデリング

395.15m

19
6.

2m

図1.1 解析モデル範囲
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3号タービン建屋

3号電気建屋

3号出入管理建屋2号機タービン建屋

管理事務所

循環水ポンプ室

給排水処理建屋

ゲート1

ゲート2

ゲート3

ゲート4

ゲート5ゲート61号機タービン建屋

道路（GL-150mm）

建屋

盛土部分

GL+0m
タンク

建屋以外の段差

1.2 解析モデル概要図

図1.2 解析モデル概要図
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・現地調査により、漏洩水の伝播に大きな影響があると考えられる部分をモデリング

・側溝や集水ますによる排水は考慮せず。

・道路や芝生等を含む地面は全て滑らかな条件とした。

1.3 モデルへ反映/省略した部分

表1. モデルへ反映/省略した部分

6-24

反映させた部分 備考 省略した部分 備考

1 タンク8基 1 防雪建屋（タンク間） 地震により倒壊する可能性が高いため。

2 建屋（1m以上） 2 道路の勾配 長手、短手の両方向

3 道路 勾配付けずフラットで作成 3 縁石の切欠き部分 コーナー部等

4 縁石 一律15cmで作成 4 屋根付き通路上屋 地震により倒壊する可能性高いため。

5 盛土部分 現場計測値を使用 5 地面粗さ（盛土部分を含む）

6 重要扉 6箇所 6 側溝

7 重要扉前の勾配やステップ 図面または現地調査結果と使用 7 重要扉以外の開口部 シャッターなど、閉じている状態を想定

8 フェンス基礎
現場計測値を使用。
※厚みは考慮せず。

9 構造物（高さ15cm以上）



1.4 解析モデル１（境界条件）

out-1 
(出口条件)

out-2
(出口条件)

out-4 (出口条件)

out-3
(出口条件)

out-5 (出口条件)

out-6 (出口条件)

Inlet-3000-12 (入口条件)

Inlet-1500-3 (入口条件)

Inlet-3000-3 (入口条件)

Inlet-1500-12 (入口条件)

建屋 (壁条件)

出口条件
(圧力条件設定)

出口条件
(圧力条件設定)

※上部：出口条件

図1.4 解析モデル（境界条件）
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Z=0m

道路：Z=-0.15m

盛土：Z=0.5m

盛土Z=0.5m

盛土：Z=0.7m
基礎部分：Z=0.15m

Ｚ方向レベル(m)

基礎部分：Z=0.25m

1.5 解析モデル2（高さ表記）

図1.5 解析モデル（高さ表記）
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2.1 漏洩量の算出

・ 8基タンクの接続配管が全て破損した場合の単位時間当たりの漏洩量を計算
・全てのタンクが満液時から漏洩すると想定（最も厳しい条件）

・漏洩量は接続配管位置（各接続配管の最下段の配管高さ）における流速と、破損する接続配管
の断面積をかけて漏洩量を算出

■流速算出式：V(m/s) = √(2gh) h=za－zb
ここで、V(m/s):出口流速、g(m/s2):重力加速度、za(m):各時刻での液面高さ、zb(m):最下段配管高さ

0.0 

1.0 

2.0 

3.0 

4.0 

5.0 

6.0 

7.0 

8.0 

0 500 1000 1500

漏
洩

量
(m

3 /
s)

漏洩開始からの時間(sec)

12号機純水タンク

12号機ろ過水タンク

3号機純水タンク

3号機ろ過水タンク

図2.1 タンク漏洩量（1基当たり）の時刻歴

2．入力条件
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y = -2.531918E-04x + 3.763451E-01

0.000 

0.050 

0.100 

0.150 

0.200 

0.250 

0.300 

0.350 

0.400 

0 500 1000 1500

流
速

(m
/s

)

漏洩開始からの時間（sec）

12号機純水タンク

y = -1.991458E-04x + 2.572586E-01

0.000 

0.050 

0.100 

0.150 

0.200 

0.250 

0.300 

0 500 1000 1500

流
速

(m
/s

)

漏洩開始からの時間（sec）

12号機ろ過水タンク

y = -2.657915E-04x + 2.942389E-01

0.000 

0.050 

0.100 

0.150 

0.200 

0.250 

0.300 

0.350 

0 500 1000 1500

流
速

(m
/s

)

漏洩開始からの時間（sec）

3号機純水タンク

y = -3.938286E-04x + 3.673648E-01

0.000 

0.050 

0.100 

0.150 

0.200 

0.250 

0.300 

0.350 

0.400 

0 500 1000 1500

流
速

(m
/s

)

漏洩開始からの時間（sec）

3号機ろ過水タンク

図2.2 各部位の入力条件値

Inlet-3000-12 

Inlet-1500-3 Inlet-3000-3

Inlet-1500-12

・タンク間から湧き出る流速（入力条件値）を図2に示す。
※図中の式は計算結果の近似式を示している。
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L

（例）3号機ろ過水タンク(3000m3)

D(m)

L(m)

タンク接続配管

解析モデル設定

D

両タンクからの漏洩流量を
下図青部分から上向きに与える。

2.2 入力境界位置について

イメージ図
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3. 解析手法/条件の概要

・使用ソフト：Fluent Ver.14
・解析手法：ＶＯＦ法（Volume of Fluid）
・解析条件：3次元非定常解析
・メッシュタイプ/数：直方体、9,388,468メッシュ
・時間刻みΔt： 0.02(sec)

6-30

ＶＯＦ法は、以下のような手順で液面の移動を解析する。
①各計算格子を液体充填率Ｆ(０から１の間の値をとる）及び周囲のセルの状況により、
下図に示すように、気体、共存、液体、境界セルに分類する。

②共存セル内の液体位置を（液体と気体の境界面がいずれかの座標軸に垂直になるよ
うに）決定する。

③各計算セルのＦ値を運動方程式等で計算された流速場に従って移流させる。
④時間を進めて計算を繰り返す。



4. 解析結果

4.1 漏洩水時刻歴状況
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0.00
0.05
0.10
0.15
0.20
0.25
0.30
0.35
0.40
0.45
0.50

0 60 120 180 240 300 360 420 480 540 600 660

Li
qu

id
 h

ei
gh

t 
[m

]

Time [s]

Water level near the gates.

Gate 1

Gate 2

Gate 2.1

Gate 3

Gate 4

Gate 1

Gate 3

Gate 2
Gate 2-1

Gate 4 モニタリングポイント

各ゲート底部高さ:0.3m

4.2 モニタリングポイントでの液面高さ
・各ゲート近傍にモニタリングポイントを設定し、液面高さの変化状況を確認した。
・660秒まで計算を実施し、漏洩水は流入しない結果となった。
・流入の懸念されるGate2,3では、480秒あたりから水位が低下し始めている。今後の漏洩量も減っていくた
め、これ以上の水位上昇は無いと考えられ、各重要建屋扉への流入は無いと判断する。
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4.3 液面高さ分布図

T = 5 [s]

T = 60 [s]

T = 120 [s] T = 180 [s]

T = 15 [s]

T = 30 [s]
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T = 360 [s] T = 420 [s]

T = 480 [s] T = 540 [s]

T = 240 [s] T = 300 [s]
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4.4 流速分布図

T = 5 [s]

T = 60 [s]

T = 120 [s] T = 180 [s]

T = 15 [s]

T = 30 [s]
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T = 360 [s] T = 420 [s]

T = 480 [s] T = 540 [s]

T = 240 [s] T = 300 [s]

ＥＮＤ
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７．低耐震建屋からの溢水影響について 

 

 

１．はじめに 

「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」では、地震に起因する機器の破損等による

溢水の影響として、耐震設計上の重要度分類 B,Cクラスに分類される機器からの溢水によ

り、防護対象設備が機能喪失しないよう求めている。 

低耐震建屋である、出入管理建屋、電気建屋およびタービン建屋に設置している耐震Ｃ

クラス配管が地震時に破損または想定破損して漏えいが発生した場合、この漏えい水が防

護対象設備を設置している原子炉補助建屋および原子炉建屋に伝播する可能性がある。 

本資料では、これら低耐震建屋に設置された機器からの溢水による原子炉補助建屋およ

び原子炉建屋に設置された防護対象設備に影響を与えるか否かについての溢水影響評価

について説明する。 

 

図１ 建屋全体配置図

 

 

２．評価の考え方 

評価は、まず、既に実施されている溢水伝播防止対策について確認したうえで、各々の低

耐震建屋に対して、以下に示す考え方に基づき実施した。 

① 溢水源の抽出 

地震に対する溢水評価では、各建屋の耐震性の無い機器について基準地震動 Ss での破損

を想定した。想定破損に対する溢水評価では、放出量が最も大きい配管１箇所の破損を想

定した。 

② 浸水高さの評価 

①で想定した放出量のうち最も大きいものでの浸水高さを評価した。なお、着目してい

るフロアの浸水高さが高くなるよう保守的な評価を行った。 

③ タービン建屋の評価 

タービン建屋については循環水管の伸縮継手からの漏えいを仮定し、循環水ポンプ停止

ディーゼル
発電機
建屋

 

：防護対象設備の設置建屋 

 

：溢水源 

 

：溢水経路 

＜凡例＞ 

 

屋外タンク 

 

津波 

タービン建屋

原子炉建屋

電気建屋

原子炉補助建屋

出入管理

建屋 原子炉格納容器

循環水管

２次系設備

容器、タンク、

配管 他

湧水

使用済燃料ピット

循環水ポンプ建屋

津波に伴うタービン

建屋と循環水ポンプ

建屋への海水流入も

考慮した評価につい

ては、基準津波が確定

以降に別途説明する。  
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までの時間を考慮し評価した。 

④ 影響評価 

以上の評価により、各低耐震建屋から原子炉補助建屋および原子炉建屋へ溢水が到達す

るか否かを評価した。 

 

 

３．評価フローについて 

  以下のフローに従い、評価を行う。（結果は別紙参照） 

   

 

 

 

 

 

                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

溢水伝播防止対策について確認 

 

電気建屋、出入管理建屋の評価 

 
① 溢水源の抽出 

 

② 浸水高さの評価 

 

③ タービン建屋の評価 

評価完了 

循環水管の伸縮継手からの 

漏えいを仮定 

 

タービン建屋溢水量の評価 

・      

評価完了 対策 

④影響評価 

タービン建屋溢水高さ 

＜原子炉建屋の許容浸水高さ（T.P.15m） 

 

④影響評価 

浸水高さ 

 ＜水密扉の設計用浸水高さ 

 

Yes 

 

No 
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４．電気建屋および出入管理建屋の溢水伝播防止対策について 

  表１および図２、３のとおり、溢水伝播防止対策を実施している。（７－別紙１参照）

これらの対策を前提に溢水影響評価を実施している。 

 

表１ 溢水伝播防止対策表 

  設置建屋 溢水伝播防止対策 目的 

原子炉補助建屋 消火水系統隔離弁 低耐震建屋での溢水量を制限 

飲料水系統隔離弁 

2 次系純水系統隔離弁 

原子炉補助建屋、原子炉建屋 水密扉 低耐震建屋での溢水が耐震建屋に伝播

することを防止 

電気建屋、出入管理建屋 漏水センサー 電気建屋内の敷設配管等の想定破損に

よる漏えいは定期的なパトロールによ

り検知するが、これの補助的な検知機

能として漏水センサーを電気建屋等に

設置 

 

図２ 溢水伝播防止対策図（電気建屋） 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気建屋 

原子炉補助建屋 
凡例 

： 隔離弁 

： 水密扉 

階段 

ドレンライン 

安全上重要なポンプ 

サンプ 

消火水系統 
  

TP.40.3m 

TP.33.1m 

TP.24.8m 

TP.17.8m 

TP.10.3m 

TP. - 1.7m 

TP.2.8m 

安全上重要なポンプ 

安全上重要なポンプ 

堰 堰 

A B   

２次系純水系統 
 飲料水系統 

TP.2.3m 

TP.7.1m 

TP.17.8m 

TP.10.3m 

TP.21.2m 

サンプ
タンク 
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図３ 溢水伝播防止対策図（出入管理建屋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．電気建屋の溢水源について 

  電気建屋の溢水源となりうる耐震Ｃクラス配管は基準地震動Ｓｓでの破損を想定する。

ただし基準地震動Ｓｓでの健全性および想定破損（貫通クラック）の発生がないことの確

認を実施している湧水配管（耐震Ｃクラス）は除く。 

想定破損については、放出量が最も大きい消火水系統配管１箇所の破損（低エネルギー

配管のため１／４Ｄｔクラック）を想定する。 

破損する各系統配管からの放出量は表２、３のとおりである。 

表２ 電気建屋の溢水源からの放出量（地震） 

 配管貯蔵量の放出  ポンプによる溢水量  

（１時間で隔離（注１））  

放出量合計 

消火水系統  ２５ｍ３ ３９０ｍ３ ４１５ｍ３ 

２次系純水系統   ５ｍ３ －（注２）   ５ｍ３ 

飲料水系統  １７ｍ３ １８ｍ３  ３５ｍ３ 

 ４５５ｍ３ 

（注１）地震検知後、運転員が隔離弁により系統隔離する。１時間で隔離が可能であ

ることは補足説明資料１６．参照 

（注２）系統の隔離弁は常時閉のため、ポンプによる継続注入はない。 

 

 

 

 

 

出入管理建屋 

原子炉補助建屋 
凡例 

： 隔離弁 

： 水密扉 

階段 

安全上重要なポンプ 

サンプ 

消火水系統 
  

TP.40.3m 

TP.33.1m 

TP.24.8m 

TP.17.8m 

TP.10.3m 

TP. - 1.7m 

TP.2.8m 

安全上重要なポンプ 

安全上重要なポンプ 

堰 堰 

A B   

２次系純水系統 

 飲料水系統 

TP.21.2m 

TP.17.8m 

TP.10.3m 

TP.14.3m 

TP.6.3m 

サンプ

タンク 
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表３ 電気建屋の溢水源からの放出量（想定破損） 

 配管貯蔵量の放出  ポンプによる溢水量  

（２４時間で隔離（注１））  

放出量合計 

消火水系統  ２５ｍ３ ７２０ｍ３ ７４５ｍ３ 

（注１）パトロールによる漏えい検知後、系統隔離する。なお、更なる早期検知のた 

めに、電気建屋に漏水センサーを設置する。 

 

６．電気建屋の浸水高さについて 

 電気建屋の各フロアの浸水高さは、水密扉の設計条件となるため、最も大きい想定破損

時の放出量で浸水高さを評価している。 

 なお、実際には、各フロアで配管が破損して漏水が生じ、下階への伝播が生じるが、評

価上は、着目しているフロアの浸水高さが高くなるよう算出するため、着目しているフロ

アの配管のみが破損して当該系統の配管などに内包される水（合計 745m3）が放出され、

下階へ伝播せず、当該フロアに放出されるとする。 

表４ 電気建屋の浸水高さ 

フロア位置（Ｔ．Ｐ．）  浸水高さ（＝放出量／フロア面積） 

 ２．３ｍ ７．２ｍ（＝745／103.5） 

 ７．１ｍ ０．８ｍ（＝745／947.6） 

１０．３ｍ ０．８ｍ（＝745／900.0） 

１７．８ｍ ０．８ｍ（＝745／977.8） 

 

７．出入管理建屋の溢水源について 

  出入管理建屋の溢水源となりうる耐震Ｃクラス配管は、基準地震動Ｓｓでの破損を想定

する。想定破損については、放出量が最も大きい消火水系統配管１箇所の破損（低エネル

ギー配管のため１／４Ｄｔクラック）を想定する。 

破損する各系統配管からの放出量は表５、６のとおりである。 

 

表５ 出入管理建屋の溢水源からの放出量（地震） 

 配管貯蔵量の放出  ポンプによる溢水量  

（１時間で隔離（注１））  

放出量合計 

消火水系統  ２５ｍ３ ３９０ｍ３ ４１５ｍ３ 

純水系統   ５ｍ３ ２６５ｍ３ ２７０ｍ３ 

飲料水系統  １７ｍ３ １８ｍ３  ３５ｍ３ 

 ７２０ｍ３ 

（注１）地震検知後、運転員が隔離弁により系統隔離する。１時間で隔離が可能であ

ることは補足説明資料１６．参照 
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表６ 出入管理建屋の溢水源からの放出量（想定破損） 

 配管貯蔵量の放出  ポンプによる継続注入量  

（２４時間で隔離（注１））  

放出量合計 

消火水系統  ２５ｍ３ ７２０ｍ３ ７４５ｍ３ 

（注１）パトロールによる漏えい検知後、系統隔離する。なお、更なる早期検知のた 

めに、出入管理建屋に漏水センサーを設置する。 

 

８．出入管理建屋の浸水高さについて 

 出入管理建屋の各フロアの浸水高さは、水密扉の設計条件となるため、最も大きい想定

破損時の放出量で浸水高さを評価している。評価方法は、電気建屋と同じである。ただし、

純水系統はＴ．Ｐ．１４．３ｍ以上に存在しないことは考慮する。 

  

表７ 出入管理建屋の浸水高さ 

フロア位置（Ｔ．Ｐ．）  浸水高さ（＝放出量／フロア面積） 

 ６．３ｍ ２．２ｍ（＝745／345.1） 

１０．３ｍ １．０ｍ（＝745／761.6） 

１４．３ｍ ２．５ｍ（＝745／295.8） 

１７．８ｍ   ４．１ｍ（＊）（＝745／183.6） 

２１．２ｍ  １３．０ｍ（＊）（＝745／57.3） 

（＊）天井高さ以上のため、本フロアは天井高さ（17.8mは 2.5m、21.2mは 2.7m）で設定する。 

 

９．タービン建屋溢水評価に使用する循環水管継手漏えい流量の算出について 

  地震時の伸縮継手（リング状破損）２箇所からの流量Ｑは、下式で算出している。 

  Ｑ＝Ａ×Ｃ√（２×ｇ×Ｈ）×３６００×２＝約７２，２００ｍ３／ｈ 

   Ｑ：流量（ｍ３／ｈ） 

Ａ：断面積（＝（π×Ｄ×ｗ）ｍ２） 

Ｄ：内径（＝２，７００ｍｍ） 

ｗ：継手幅（＝７０ｍｍ） 

Ｃ：損失係数（＝０．８２） 

Ｈ：水頭（＝２１．６ｍ）、次図参照 

 

  また、想定破損時の伸縮継手（１／４Ｄｔクラック）１箇所からの流量Ｑは、下 

式で算出している。 

  Ｑ＝Ａ×Ｃ√（２×ｇ×Ｈ）×３６００×２＝約８３０ｍ３／ｈ 

   Ｑ：流量（ｍ３／ｈ） 

Ａ：断面積（＝（１／４×Ｄ×ｔ）ｍ２） 

Ｄ：内径（＝２，７００ｍｍ） 

ｔ：板厚（＝２０ｍｍ） 

Ｃ：損失係数（＝０．８２） 

Ｈ：水頭（＝２１．６ｍ）、次図参照 
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１０．タービン建屋の空間容積の算出方法について 

  空間容積は、Ｔ.Ｐ.１０．３ｍ以下のタービン建屋体積から、欠損部体積を差し

引いた値であり、欠損部体積を算出した主な設備は以下のとおりである。 

  建屋構造物：柱基礎、壁、復水器基礎、タービン架台脚部、循環水管基礎等 

  設備   ：復水器、ポンプ、タンク、盤等 

  配管   ：循環水管、復水管、海水管等 

 

 

１１．循環水ポンプ停止操作に要する時間等について 

  タービン建屋の循環水ポンプ伸縮継手からの溢水量は、７．で計算した漏えい流量に 

 下表の循環水ポンプ停止時間を乗じて求める。 

この溢水量にタービン建屋内の破損機器からの溢水を合算した合計溢水とＴ.Ｐ.１０． 

３ｍ以下の空間容積を比較し、溢水水位がＴ.Ｐ.１０．３ｍ（隣接建屋である原子炉建屋 

の許容浸水高さはＴ.Ｐ.１５ｍ）に達しないことを確認した。（表８参照） 

 

地震 

①循環水ポンプ自動トリップ（注） ５分 

合計（停止時間） ５分 

伸縮継手からの溢水量 約６，１００ｍ３ 

   （注）「地震加速度大」信号による自動トリップ 

 

想定破損 

①タービン建屋各ピットの警報による異常の把握 １０分 

②循環水ポンプ停止操作 １０分 

合計（停止時間） ２０分 

伸縮継手からの溢水量 約２８０ｍ３ 

Ｈ：水頭 の考え方
Ｈは下式で算出している。
Ｈ=循環水ポンプ定格揚程-Δ ｈ(破損EXP設置レベル-取水ピットレベル)
・循環水ポンプ定格揚程：15.6m
・破損EXP設置レベル：復水器入口弁前EXPと想定（EL-6.45m）
取水ピットレベルは(外洋レベル-取水路損失)により算出
・外洋水位：EL+1.0m(設置許可申請書記載値)
・取水路損失：1.45m

復水器

グランドレベル(EL+10.3m)

タービン建屋

破損

外洋レベル

取水ピットレベル

取水路損失

CWP：定格揚程

Δ h

H：水頭の考え方 
H は下式で算出している。 
H=循環水ポンプ定格揚程－Δｈ（破損伸縮継手設置レベル－取水ピットレベル） 

・ 循環水ポンプ定格揚程：15.6m 
・ 破損伸縮継手設置レベル：復水器入口弁前伸縮継手と想定（EL－6.45m） 

取水ピットレベルは（外洋レベル－取水路損失）により算出 
・ 外洋水位：EL＋1.0m（設置許可申請書記載値） 
・ 取水路損失：1.45m 
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表８ タービン建屋溢水影響評価結果 

 継手からの溢水 

(ｍ３) 

機器からの溢水 

(ｍ３) 

合計溢水 

(ｍ３) 
 

 

＜ 

T.P.10.3m以下の

空間容積(ｍ３) 

地震 ６，１００ 
１１，９７０ 

１８，０７０ 
６１，５００ 

想定破損 ２８０ １２，２５０ 

 （注）想定破損による溢水は、伸縮継手と各配管の溢水の最大値となるが、本評価では 

    合計溢水で評価した。 

 

 

１２．溢水評価 

以上の評価から、以下の通り低耐震建屋での溢水が原子炉補助建屋および原子炉建屋の

防護対象設備に影響を与えないことを確認した。 

（１）電気建屋 

今回評価した浸水高さから水密扉の設計※をしており、隣接する原子炉補助建屋の防護

対象設備に影響を与えることは無い。 

（２）出入管理建屋 

電気建屋と同様に今回評価した浸水高さから水密扉の設計※をしており、隣接する原子

炉補助建屋の防護対象設備に影響を与えることは無い。 

（３）タービン建屋 

タービン建屋での溢水合計は地震（18,070m3）、想定破損（12,250m3）とも、T.P.10.3m

以下の空間容積（61,500m3）よりも小さく、隣接する原子炉建屋の許容浸水高さ T.P.15m

まで到達しないため、タービン建屋での溢水が原子炉建屋の防護対象設備に影響を与え

ることは無い。 

 

※ T.P.10.3m以下の水密扉については設計水頭圧高さを T.P.15mとしており、T.P.17.8m, T.P.21.2m

については以下の通り 

建屋 設置フロア 設計水頭圧高さ 浸水高さ 

出入管理建屋 T.P.17.8m フロア＋5.2m 2.5m（4.1m） 

 T.P.21.2m フロア＋2.7m 2.7m（13.0m） 

電気建屋 T.P.17.8m フロア＋0.8m 0.8m 

（ ）内の数値は評価上の浸水高さであるが、当該フロアでは天井高さ以上となるため、天井高さ

を浸水高さとした。 

 

以上 
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溢水伝播防止対策の基本仕様等について 

 

１．隔離弁 

  各隔離弁（手動弁）の仕様等は、下表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

２．水密扉 

（１）構造・配置 

水密扉は、鋼製の板材及びそれを支持する主桁等で構成される水密性を有した扉であ

る。水密扉の概略図及び写真を図１及び図２に示す。また、配置図を添付１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 水密扉概略図（上：平面図、下：断面図） 

 

 

隔離弁名称 構造 耐震性 止水機能 

消火水系統隔離弁 ゲート弁 基準地震

動Ｓｓに

耐えうる 

無漏えい 

 飲料水系統隔離弁 ダイヤフ

ラム弁 純水系統隔離弁 

７－別紙１ 
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図２ 水密扉写真（左：閉鎖時、右：開時） 

 

（２）強度・耐震性 

内部溢水により発生する浸水に対して、十分な強度を有する設計としている。また、 

設置される建物・構築物の基準地震動Ｓｓによる地震応答解析から得られる当該設置位 

置の変形量に対して、浸水防止機能が保持できる設計としている。（添付２参照） 

 

（３）止水性 

水密扉の止水機能は、低耐震建屋の溢水水位が２４日間程度下がらない場合を想定して

も、水密扉からの漏えいによって、溢水防護区画内の水位が防護対象設備の機能喪失高さ

に至らないことを確認している。 

※ T.P.10.3m以下の水密扉については設計水頭圧高さを T.P.15mとしており、T.P.17.8m, T.P.21.2m

については以下の通り 

建屋 設置フロア 設計水頭圧高さ 浸水高さ 

出入管理建屋 T.P.17.8m フロア＋5.2m 2.5m（4.1m） 

 T.P.21.2m フロア＋2.7m 2.7m（13.0m） 

電気建屋 T.P.17.8m フロア＋0.8m 0.8m 

（ ）内の数値は評価上の浸水高さであるが、当該フロアでは天井高さ以上となるため、天井高さ

を浸水高さとした。 

 

３．漏水センサー 

（１）漏水センサーの電源は電池であり、リチウム電池の場合は約 4 年、アルカリ電池の場 

合は約 2年の継続使用が可能。 

（２）漏えい検知信号発信時以外に、漏水センサーから接続状態を確認する信号が定期的 

に発信される「定期送信機能」があり、定期送信において受信機側が信号を受信でき 

ない場合は、警報が発信する仕組み。 

（３）電池の残量が低下すると、漏えい検知信号送信時や定期送信時に「電池切れ信号」も 

   受信機側に送信される。また、漏水センサー本体でも、表示灯が 5秒間隔で点滅する。 
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漏水センサー送信機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（表）              （裏） 

 

中継器          警報音付き受信ﾕﾆｯﾄ 
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以上 
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添付１ 
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添付－２ 

 

水密扉の設計方針について 

 

溢水伝播防止対策のうち水密扉の設計方針について以下に示す。（平成 25 年 7 月泊発電所工事計画 

認可申請書より） 

 

1.水密扉の設計方針 

1.1 水密扉の構成部材 

水密扉は，板材及びそれを支持する主桁等で構成される水密性を有した扉である。 

 

1.2 設計概要 

水密扉の強度設計は，水密扉を構成する主要な構造部材である主桁及び板材に対して実施する。 

浸水による水圧荷重は，想定浸水高さに対して三角形分布の静水圧荷重を仮定する。水圧荷重の

概念図を図 1 に示す。 

主桁については，部材の最大曲げ応力度が「建築基準法」及び「建築基準法施行令」に定められ

た許容曲げ応力度以下となるとともに，最大たわみが「水門鉄管技術基準 水門扉編－付解説－」

（2007 年水門鉄管協会）に定められた許容たわみ以下となるように設計を行う。 

板材については，部材の最大曲げ応力度が「建築基準法」及び「建築基準法施行令」に定められ

た許容曲げ応力度以下となるように設計を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 水圧荷重の概念と水密扉断面図 

 

 

板材 

水密扉 

想定浸水高さ 

水密扉高さ 

主桁 

▽ 水密扉設置フロア 

▽ 

水圧荷重 

 

板材（鋼板） 

主桁（溝型鋼等） 

パッキン 

水密扉 概略断面図 水圧荷重概念図（申請書記載） 
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1.3 許容値 

許容曲げ応力度及び許容たわみを表 1 に示す。 

表 1 許容値 

 許容値 備 考 

許容曲げ応力度 235N/mm2 SS400 t40以下 

許容たわみ 1/800  

 

2. 水密扉の部材設計について 

2.1 算定概要 

 (1) 主桁 

主桁 1本あたりに作用する荷重に対する最大曲げ応力度及び最大たわみを次式により求める。 

最大曲げ応力度 

σ＝M/Z 

M ＝ωl２/8 

ここに，σ ： 最大曲げ応力度（N/mm2） 

M  ： 最大曲げモーメント（N・mm） 

Z  ： 断面係数（mm3） 

ω ： 等分布荷重（N/mm） 

l  ： 支点間距離（mm） 

 

最大たわみ 

δ＝5ωl４/384EI 

ここに，δ ： 最大たわみ（mm） 

ω ： 等分布荷重（N/mm） 

l  ： 支点間距離（mm） 

E  ： ヤング係数（N/mm2） 

I  ： 断面二次モーメント（mm4） 

 

(2) 板材 

板材に作用する荷重に対する最大曲げ応力度は「水門鉄管技術基準 水門扉編－付解説－」（2007

年水門鉄管協会）に基づき，次式により求める。 

最大曲げ応力度 

σ＝1/100×k×a２×P/t２ 

ここに，σ ： 最大曲げ応力度（N/mm2） 

k  ： 辺長比（b/a）による係数 

a  ： 区画の短辺（mm） 

b  ： 区画の長辺（mm） 

P  ： 水圧（N/mm2） 

t  ： 板厚（mm） 
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2.2 算定結果 

算定結果の 1 例として，図 2 に示す原子炉建屋に設置する水密扉 No.107（T.P.10.3m）の想定浸

水高さ（T.P.15.0m）に対する算定結果を表 2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 水密扉 No.107 の構造図 

 

 

表 2 算定結果 

部材 鋼材の形状・寸法 
最大曲げ応力度（N/mm2） 最大たわみ 

発生値 許容値 発生値 許容値 

主桁 ［-200×90×8×13.5 6.2 235 1/33138 1/800 

板材 厚さ16mm 0.2 235 － － 

 

 

3. 水密扉の耐震性について 

水密扉は，設置される建物・構築物の基準地震動Ｓｓによる地震応答解析から得られる当該設置位置

の変形量に対して，浸水防止機能が保持できる設計とする。 

 

 

 






